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教員研修の参加状況から見た更新講習が果たしうる役割

―静岡大学教員免許状更新講習の受講者アンケートから一

島田 桂吾 (静岡大学 大学教育センター 学術研究員)

1.課 題設定

本稿の目的は,現職教員が教員免許状更新講習

(以下,更新講習)の「教育の最新事情に関する事

項」で扱われる内容に関する知識について,校内研

修と教育センター主催研修での取得状況を分析する

ことで,大学が開講する更新講習が果たしうる役割に

関する示唆を得ることである。

平成 24(2012)年 8月 に中央教育審議会は「教職

生活の全体を通じた教員の資質能力の総合的な向上

方策について (答 申)」 を公表した。この答申で,教員

は「教職生活全体を通じて,実践的指導力等を高める

とともに,社会の急速な進展の中で,知識・技能の絶

えざる刷新が必要である」(3頁)とされ,大学と教育委

員会が連携して「学び続ける教員像」を確立する仕IIl

みを構築するよう求めている。この方向性は,従来の

ような「養成 =大学,研修=教育委員会」という構図の

見直しをさらに促進する動きと捉えることができ1,大学

が「学び続ける教員像」の確立にいかに貢献できるか

が問われている。

現状,大学が「学び続ける教員像 Jというビジョンに

対してどのような貢献を果たしているのかを把握する

方策として,教員免許更新制に基づいて実施される

更新講習を検証することが考えられる。教員免許更新

制は,教育職員免許法に基づき,教員として必要な

資質能力が保持されるよう,定期的に最新の知識技

能を身に付けることで,教員が自信と誇りを持つて教

壇に立ち,社会の尊敬と信頼を得ることを目的として,

平成 21(2009)年 に導入された。教員免許更新制が

導入されたことで,教員免許状に 10年間の有効期間

が設けられ,教員免許を更新するためには 30時間以

上の更新講習を受講し,修了することが必要となった。

先述した答申で教員免許更新制については,「 10年

経験者研修の法律上の実施義務の在り方との関係を

含め,詳細な制度設計の際に更に検討を行うことが必

要」(11・ 12頁 )と指摘されるにとどまり,制度改革の方

向性は打ち出されていないが2,「学び続ける教員像」

の確立へ大学が果たしうる役割を検討するには,更新

講習が現職教員に学び続ける意欲をもたらしているの

かを検証することが得策と考えられる。

これまで更新講習の効果を検証した先行研究をま

とめると,①受講者ニーズと受講満足度を検証したも

の(入澤 2011,中山 2011,藤本 2012等),②講師と

受講者のニーズの相違を析出したもの(松尾 2010),

③更新講習の受講前後の意識変容を分析したもの

(望月・梅澤 2010,望月・梅澤 2011),④大学と教育

委員会が連携している事例 (佐藤 2010,長谷川 2011

など)に分類することができる。いずれも,いかに効果

的な更新講習を提供するかという観点から分析されて

いるが,「学び続ける教員像」という観点から見ると,更

新講習で扱われる内容に関する知識について,日 常

の教育活動のどのような場で取得しているのかについ

ては明らかにされていない。特に,主たる受講者であ

る現職教員は3,初任者研修や 10年経験者研修のよ

うに,法律で義務付けられた法定研修が存在する。ま

た,法定研修以外にも,学校内で行われる校内研修

や教育センターが主催する研修など,自 らの意思で

参カロできる研修を受ける機会が複数存在する4。 更新

講習で扱われる内容に関する知識について,現職教

員はいかに取得しているのかを把握することができれ

ば,「学び続ける教員像」という観点から,既存の教員

研修と更新講習とを体系的に位置づけ,研修内容や

講習内容を精査することが可能になると考えられる。

更新講習を開設できる主要な機関として大学が位置

づけられたことで,大学は事実上教員研修を担うこと

になつたと指摘されているが(篠原 2011)5,先 の答申

では教職大学院の拡充が模索されるなど,大学が現

職教員に果たす役害Jが拡大していく様相である6。 こ

のような状況においては,教員研修と更新講習を相対

的に捉える視点が必要になると考えられる。
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2.分 析視角

2.1.対象

(1)更新講習の内容

更新講習の内容は,「教育の最新事情に関する事

項」(以下,必修領域)と「教科指導,生徒指導その他

教育の充実に関する事項」(以 下,選択領域)から構

成されている。必修領域は 12時間以上 (概ね2日 間),

選択領域は 18時間以上 (概ね 3日 間)受講し,それ

ぞれの講習で修了認定試験を受ける必要がある。選

択講習は「受講者の多様な課題認識に対応しうるよう,

教育内容の充実に関する様々な内容の講習が開講さ

れることが望ましい」(文部科学事務次官「教員免許更

新制の実施に係る関係省令等の整備について(通

知)」 )とされており,講習内容は開設者に多くの裁量

が委ねられている。他方,必修領域については,文部

科学省から示されている①教職についての省察,②

子どもの変化についての理解,③教育政策の動向に

ついての理解,④学校の内外の連携協力についての

理解,の 4項 目が示されている。また,それぞれの項

目には 2つの細目が示されており,開設者が更新講

習の認定を受ける際に,これらの内容が確実に扱わ

れることが確認される(表 1を参照)。 文部科学省が公

表している平成 23年度免許状更新講習の事後評価

結果の合計値を見ると7,「 ょぃ」と回答した割合は必

修領域が457%,選択領域が 57.7%という結果となっ

ており,必修領域に課題が残されている(図 1を参照)

8。 本稿では,必修領域の改善に資するために,必修

領域に限定して分析する。

図 1文部科学省「平成 23年度免許状更新講習 事後評価

結果について(確定値)」 より抜枠

表 1必修領域で取り扱うべき内容

, EFI ," ::: 1 {E: r

教職についての省察
学校を巡る近年の状況変化

1員としての子島 観、教育観等についての |

子どもの変化について
の理解

子呂 の発達に関する1田 科学、心理学等における
最新の知見(特別支援教育に関するものを含む。)

子どもの生活の変化を踏まえた課題
学習指導要領の政lTの 動向年教育政策の動向につ

いてのコ解 :正及び国の審議会の状況等
夕要々 な学校の内外の連携協

力についての理彙 :における危機管理上の課題

(2)教員研修

現職教員には研修の機会が多数設けられている9。

近年では,教育委員会が中心となり,これらの研修を

体系的に位置づける方針が示されている。例えば,静

岡県教育委員会は,教員のライフステージを①基礎

期,②向上期,③充実期,④発展期,⑤深化期,⑥

熟練期,に分類し,それぞれの経験段階で必要な研

修を位置づけている。その中で,自 己の教育課題や

各経験段階別研修の振り返りから,その後の自己研

修計画を構想する「自己研修」と,「 自己研修」を充実

させるための手段として校内研修を活用することを求

めている(「静岡県教職員研修指針」23-24頁 )。 そし

て,「 自己研修」や校内研修がより質の高い効果的な

研修となるよう,学校や教職員を支援するために,静

岡県教育委員会が①基本研修,②特別研修,③専門

研修,を実施すると位置づけている(「静岡県教職員

研修指針」24頁 )。 このような静岡県教育委員会の考

え方をふまえ,本稿では,校内研修と教育委員会が

主催する研修 (以下,教育センター主催研修)に限定

して分析する10。

図2 静岡県教育委員会「静岡県教職員研修指針」21頁

より抜粋

■ 鳳 瀾 ● ●

■●お●●力●●■■日う■■

■ ■ 方 向 上●● る ● ●
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(3)年代

教員免許状の有効期限は生年月 日を基準にして

定められている。これにより,更新講習の受講者は概

ね 35歳 ,45歳 ,55歳と固定されている11。 図 2で示

した静岡県教育委員会が想定する教員のライフステ

ージの段階を見ると,各年代で受講者が求めるものや

管理職から求められるものが異なることが想定されて

いる。しかし,多くの大学では年代を混在したクラス編

成を行うとともに,講習内容は,先述した文部科学省

から示されている2項 目8細 目の枠組みの中で,受講

者から寄せられた事前アンケートで多様な受講者ニ

ーズから共通認識が持てるテーマを選出し,最終的

に担当講師が決定するというプロセスを経ていると推

察される。効果的な講習内容やクラス編成を志向する

上でも,年代による相違を把握することが必要であると

考えられる。

(4)学校種

静岡県内の現職教員が校内研修と校外で行われる

研修12に参加している割合を見てみると,いずれも小

学校がもつとも積極的に参力日しているのに対し,高等

学校はもつとも消極的であるという結果が示されている

(図 3を参照)。 研修参加の積極性は学校種による相

違が存在しているが,更新講習の必修領域で扱う内

容についてもあてはまるのか,更新講習を受講して学

び続ける意欲の高まりにも相違が見られるのかを検証

する必要があると思われる。ただ,更新講習の受講対

象とされている現職教員は,幼稚園,小学校,中学校 ,

高等学校,特別支援学校等であるが13,幼稚園教諭

の多くは私立に勤務しているため教育委員会の関与

が及びにくい14。 また,特別支援学校は小学部,中学

部,高等部の相違を把握しにくい状況のため,本稿の

分析では小学校,中学校,高等学校に限定する。

憑
‐ Il・ |‐加ぼ t蜘と答えた鋼

   漑 ―
嶽 t…

(5)現職教員

本採用されている現職教員と非常勤講師では研修

参力日に相違が見られるという指摘がある15。 このことか

ら,本稿では本採用されている教員 (以下,現職教

員)に限定して分析する。

2.2.方法

静岡大学が主催する更新講習の必修領域は,夏

季に静岡会場〈定員 100名 で 4クラス),浜松会場 (定

員 100名 で 2クラス),三島会場 (定員 100名 で 2ク

ラス),秋季に静岡会場 (定員 100名 で 2クラス)で行

つている16。 そこで,平成 24年度に静岡大学が主催

する更新講習の必修領域の受講者 689名 に対して,

講習終了後にアンケート調査を実施した。質問は,表

1で示した4項 目について,それぞれの項 目に関する

知識を,「校内研修で取得している」と「教育センター

主催の研修で取得している」という項 目を設定し,「 1

とてもあてはまる」,「2ややあてはまる」,「 3あまりあて

はまらない」,「4まったくあてはまらない」の 4件法で

尋ねた。また,更新講習の効果を検証するために,

「機会があれば大学や大学院の授業を受けてみたい

と思う」と「教員生活全体を通じて学び続ける意欲が高

まったと思う」という質問項目を設定し,先述した 4件
法で尋ねた。これらの回答を年代と学校種ごとに平均

を算出し,得点の低い方が「積極的に取得している」,

得点の高い方が「積極的に取得していない」という状

況にした。これらを折れ線グラフに標準誤差を表記し

た形で比較分析を行う。現職教員数及び有効回答数

は表 2で示し,年代と学校種は表 3で示した。

表 2必修領域受講者の内訳

| 1実施自 ・中．離
小
わ

う1本凛席
1岡A 平成24年 3 5日

口B 平 成 24年 8 154

平成24年 10月 23日

平成24年3 19日

三島 19日

4ヽ学崚

機

奏事学校

"躙

繰

4■な

機

図3静岡県内の教員における研修の参加実態

(「静岡県教職員研修指針」11頁より抜粋)

表 3年代と学校種の内訳

30代 ■
■ 46 50 143

40ft 50 170
50代 41 41 140

|11111149 :l]:: ] ||t
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図4教職についての省察 (校内研修)

3.分 析結果

3.1.校内研修
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図 7学校の内外における協力についての理解

(校内研修)

「教職についての省察」の結果は図 4に示した。この

領域では,第一に,高等学校は他の学校種と比べて

校内研修で知識を取得していないという点である。第

二に,年代についてはいずれの学校種も大きな相違

は見られないが,小学校では 40代や 50代がやや校

内研修で知識を取得している様相がうかがえた。

「子どもの変化についての理解」の結果は図 5に示

した。この領域では,第一に,いずれの年代において

も,小学校,中学校,高等学校の順で知識を取得して

いる点である。第二に,年代についてはいずれの学校

種も大きな相違は見られないが,小学校ではやや 40

代が校内研修を活用している様相がうかがえた。

「教育政策の動向についての理解」の結果は図 6

に示した。この領域では,第一に,高等学校は他の学

校種と比べて校内研修で知識を取得していないという

点である。特に,40代と50代では他の領域と比べて

もより顕著である。第二に,小学校と中学校では,40

代がもつとも校内研修で知識を取得している様相が見

られた。

「学校の内外における協力」の結果は図 7に示した。

この領域では,第一に,30代については学校種間の

相違はほとんど見られなかった。第二に,小学校と中

学校では 40代以降,校内研修で積極的に知識を取

得している様相が見られた点である。40代はいわゆる

ミドルリーダーとして学校内では主任を任されるケース

も増えてくるとともに,学校外では保護者や地域住民

との連携などに携わることが増えてくるという事情が垣

間見られる。

全体を通じて指摘できることは,第一に,高等学校

の 40代以降は他の学校種と比べていずれの項 目に

ついても校内研修であまり取得していないという点で

ある。これは図 3で示した静岡県内の教員の校内研

修の参加状況と整合性が見られる。第二に,小学校と

中学校では,特に「子どもの変化についての理解」と

「学校の内外における協力についての理解」について,

40代がもつとも校内研修で知識を取得している様相

が見られた点である。40代は,静岡県教育委員会の

区分にあてはめると「発展期」にあたり,ミドルリーダー

としての役割を果たしている教員が一定数存在すると

考えられ,校内研修で積極的に知識を取得している状

況を反映させているものと考えられる。

35●

3∞

250

200

150

1∞

図5子あ の変化についての理解 (校内研修)

輌

300

2m

200

450

1●|

図6教育政策の動向についての理解 (校 内研修)
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3.2.教育センター主催研修

3コ
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図 8教職についての省察 (教育センター)
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「教職についての省察」の結果は図 8に示した。この

領域は,第一に,いずれの学校種も50代は教育セン

ター主催研修で知識を取得してない様相が見られた。

第二に,図 2で示した校内研修と比べると,いずれの

学校種も教育センター主催研修では知識を取得して

いないという様相が見られた。

「子どもの変化についての理解」の結果は図 9に示

した。この領域は,第一に,高等学校の 50代は教育

センター主催研修で知識を取得してない様相が見ら

れた。第二に,40代は,学校種間の相違が見られ,

小学校,中学校,高等学校の順で教育センターを活

用している様相が見られた。ただ,校内研修と比べる

と,教育センター主催研修ではあまり知識を取得して

いないという様相が見られた。
「教育政策の動向についての理解」の結果は図 10

に示した。この領域は,第一に,高等学校の 30代は他

の学校種と比べて知識を取得している様相が見られ

た。図 4で示した校内研修では高等学校はもつとも知

識を取得していないと回答していたことをふまえると,

高等学校は新学習指導要領について校内ではあまり

検討されていないが,教育センター等を利用して情報

を収集している段階であると推察できる。第二に,小

学校と高等学校では 50代になると知識を取得しなく

なる傾向が見られ,校内研修と比べてもその動きは顕

著に表れた。
「学校の内外における協力」の結果は図 11に示し

た。この領域では,小学校は年代による相違はあまり見

られなかったが,高等学校は年代が若いほど教育セ

ンターで知識を取得している様相が見られた。ただ,

高等学校の 50代は他の学校種と比べて知識を取得

していない様相がうかがえた。中学校は40代になると

積極的に取得する様相が見られた。

校内研修との比較を含めて指摘できることは,第一

に,いずれの領域においても校内研修より平均が高

いことから,校内研修ほど積極的に活用されていない

様相がうかがえた。特に 50代になると,校内で実施さ

れるのであればまだしも,学校を離れた場所へ研修を

受けに行くというモチベーションが弱まっていくという

状況がうかがえた。ただ,この年代の管理職にとつて

は多くの研修があり,管理職と非管理職では知識の取

得意識に差が顕著に現れる可能性が推察される17。

図 10教育政策の動向についての理解
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図9子どもの変化についての理解 (教育センター)
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図 11学校の内外における協力についての理解

(教育センター)
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3.3更新講習の効果

(1)大学の受講
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16●
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図12機会があれば大学や大学院の受講を希望

次に,「機会があれば大学や大学院の授業を受けて

みたいと思う」という質問に対する平均を示したのが図

12である。第一に,30代と40代は高等学校がより大

学の講義に関心を持つたことがうかがえた。逆に,小

学校と中学校は高等学校ほど関心をもたなかった様

相が見られた。ただ,中学校の 50代は他の学校種の

関心が低くなる中で大学での講義に関心を持ったこと

がうかがえた。

(2)学び続ける意欲の向上
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図 13学び続ける意欲の向上

最後に,「教員生活全体を通じて学び続ける意欲

が高まったと思う」という質問に対する平均を示したの

が図13である。これを見ると,学校種ではほとんど相違

が見られず,多くの受講生が更新講習を受講して学

び続ける意欲が高まったと認識していることがうかがえ

た。特に高等学校では 40代,中学校では 50代が意

欲の高まりを認識した様相がうかがえた。

4.考察

以上の分析結果をふまえ,大学が開講する更新講

習が果たしうる役割について若干の考察を加える。第

一に,学校種間の比較を通じて,更新講習は教員研

修を補完する機能を果たしうるという点である。特に,

高等学校に勤務する現職教員はほとんどの領域につ

いて校内研修で知識を取得しておらず,教育センタ

ー主催研修でも教育政策の動向に関する理解以外

については積極的に取得している様相はうかがえな

かったが,「機会があれば大学や大学院での受講を

希望する」という質問に対しては,他の学校種と比ベ

て肯定的な様相が示された。このことから,高等学校

の現職教員は教員研修に積極的に参加できない状

況があるが,参カロせざるをえない更新講習を契機に

改めて学び続ける意欲が高まった可能性が指摘され

る。逆に,小学校と中学校は校内研修や教育センタ

ー主催研修に参加しやすい環境があり,更新講習で

扱われた内容に関する知識を既に有していることから,

更新講習の効果を認識しにくいのではないかと推察さ

れる18。 第二に,年代間の比較を通じて,ミドルリーダ

ーとしての自覚を促しうるという点である。特に高等学

校の 40代は学び続ける意欲の向上をより認識してい

たが,40代は静岡県教育委員会の区分にあてはめる

と「発展期」にあたり,既にミドルリーダーとして学校内

外で中心的な役割を担つており,更新講習で教育の

最新事情に関する知識を取得したことで,学び続ける

意欲を高める効果がより顕著にあらわれたと推察され

る19。 第二に,「 熟練期」に差し掛かる 50代が最後ま

で教職生活を全うするための,いわば「背中を押す」

役割を担いうるという点である。日常では教員研修に

参カロする意欲がやや低下しているところに,更新講習

を受講することで,改めて学び続ける意欲を再確認す

る場としての役割を担いうると考えられる20。

最後に大学と教育委員会との連携に関して私見を

述べる。更新講習は教員研修の補完的役割を担って

いる可能性が指摘されたことを受けて,教員研修や更

新講習の内容を大学と教育委員会が協働して作成す

るなど連携を深めながら,更新講習で高められた学び

続ける意欲を持続できる仕組みを構築することが重要

であると思われる21。 そのためには実践を基盤とした

研究を進めていくことが必要であるが,この点につい

ては今後の課題としたい。
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脚注

1この構図の変容を迫る例として,教育委員会が主催

する「教師塾」が挙げられる。例えば静岡市教育委員

会は,平成 21(2009)年から「静岡熱血教師塾」を開

講し,従来の小学校教員採用選考試験とは別に,教

師塾で学んだ卒塾生を対象に一定数を採用する特別

選考試験を実施している。
2平成 24(2012)年 12月 16日 に衆議院選挙が行わ

れ,自 民党・公明党の連立政権が誕生した。下村博

文文部科学大臣は,雑誌インタビューの中で「われわ

れとしては,lo年に一度くらいは教員の研修をしてい

くことが必要だと思つている」が,「現行の免許更新制

にはいくつかの課題があり」,講習のあり方の工夫や

内容の充実を図りながら,「これまでの研修体系との

整理が必要」という認識を示している(無署名 (2013)

「下村博文文部科学大臣インタビュー」『教職研修』

487号,pp.30‐ 31.)

3更新講習の対象者は,①現職教員,②実習助手 ,

寄宿舎指導員,学校栄養職員,養護職員,③教員採

用内定者,④教育委員会や学校法人などが作成した

臨時任用 (または非常勤)教員リストに登載されている

者,⑤過去に教員として勤務した経験のある者,⑥認

定こども園または幼稚園も設置している者が設置する

保育所等で勤務している保育士等である。
4教育基本法 9条では「法律に定める学校の教員は,

自己の崇高な使命を深く自党し,絶えず研究と修養

に励み,その職責の遂行に努めなければならない」と

規定されているように,「教師の研修権」(神 田 1988)

が認められているという指摘がある。実際に,教育公

務員特例法では,「短期の研修」と「長期の研修」(教
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育公務員特例法 22条第 2項・第 3項),「指導が不

適切」と認定された場合に実施される指導改善研修

(教育公務員特例法 25条)や専修免許状の取得を目

的とする大学院就学休業〈教育公務員特例法 27条 )

など,多くの研修が制度化されている。これらの制度

化されている研修以外にも,教員同士の自主的な勉

強サークルなども存在している。
5法的には,更新講習は教育職員免許法に基づく

「講習」であり,教育基本法や教育公務員特例法に基

づく「研修」とは区別されているが,実態としては類似

していると認識され始めている。例えば,浜松市教育

委員会は,更新講習を「研修」の一環と位置づけて,

平成 25年度から浜松市教育委員会が主催する更新

講習を実施することになった。
6『重点政策 2012自 民党』では教員のインターンシッ

プが掲げられているが,本稿執筆時点〈2013年 1月

30日 )で,詳細は不明である。
7この調査は,文部科学省に報告することが義務づけ

られているものである。この 3項 目は,「 I.講習の内

容・方法についての総合的な評価」「Ⅱ.講習を受講

した受講者の最新の知識・技能の修得の成果につい

ての総合的な評価」「Ⅲ.講習の運営面 (受講者数 ,

会場,連絡等)についての評価」である。なお,本調査

において必修領域は,開設者数が 284大学等,講習

数は 752講習,受講者数 (延べ人数)は 93,412人で

あつた。他方,選択領域は,開設者数が435大学等,

講習数は 6,408講習,受 講者数 (延 べ人数)は

253,453人 であつた(文部科学省「平成 23年度免許

状更新講習事後評価結果について(確定値)」 )。

8民主党政権発足時の鈴木寛文部科学副大臣は雑

誌インタビューで「いま行われている更新講習の中で

『選択講習』のクウォリティはおおむね良いと思つてい

ます。ニーズも高いし,評価も受けている。(中略)各

大学が必修と選択の両方の講座を持つ必要があるの

かというのは,これはもう1回考えた方がよいJと答えて

いた(鈴木 2010)。

9脚注 4を参照のこと。

10教育センターは教育委員会の出先機関であり,主

に教員研修を実施している。現職教員には教育セン

ターという名称の方が馴染んでいると思われたため,

後述するアンケート調査では「教育センター主催研

修」という名称を用いた。

11ただし,産体等によつて更新講習の受講を猶予さ

れた場合は,数年間のズレが生じる。

12「 教育センター主催研修」と同義と思われる。

13大学教員は現職教員に含まれない。
14詳しくは,ベネッセ次世代育成研究所 (2010)を参

照のこと。

16山 田(2012)は ,非正規雇用の教員は,校内研修

や教育センター主催研修,あるいは自主的な勉強会

に参加する機会が少ないと指摘している。

168月 に実施した静岡会場では,小学校と特別支援

学校を中心とする2クラス(講師 4名 )と 中学校と高等

学校を中心とする2クラス(小学校・特別支援学校のク

ラスとは異なる講師 4名 )に分けた。その他の会場は

すべての学校種を混在させた2クラス(講師4名 )を設

定した。また,いずれのクラスも年代はなるべく均等に

なるように配分した。なお,講義内容は講師に委ねて

いるため,会場によつて扱われた内容は異なる。
17例えば静岡県総合教育センターでは,校長,園長 ,

副校長,教頭等を対象とした「マネジメントに関する研

修」を年間 15回に渡り実施している。
18ただ,小学校及び中学校はより実践的なテーマを

好むのに対し,高等学校はより高度な教育内容を好

むという傾向が存在し,大学のアカデミックな講義内

容に共感できた可能性も残されている。

19ただ,更新講習の受講対象者は生年月日で機械

的に決定されるため,年代と教員としての経験年数は

必ずしも一致せず,この点が学校種間の相違に影響

を与えている可能性が残されている。
20本稿で分析したのは静岡大学が主催した更新講

習であり,他大学の更新講習へ直ちに一般化できるも

のではない。また,現状の教員免許更新制の役割に

ついて論じたものではないことを付け加えておく。

21例えば福井県では,福井県教育委員会が主催す

る新任教頭研修の一環として,福井大学教員免許更

新講習の必修領域のファシリテーターを行うことにして

いる(長谷り|12011)。

【付記】

本稿を作成するにあたり,アンケート調査にご協力く

ださった受講者の皆様方に心より御礼申し上げます。
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